
（第２号様式）

説
明

説
明

説
明

説
明

説
明

1,288

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

計（Ａ＋Ｂ） 千円 2,913 1,288

0.16この事業にかかる職員数 人/年 0.29 0.16

人件費（Ｂ） 千円 2,009 1,087

一般財源 千円 904 201 201

その他 千円 0 0

国庫支出金 千円 0

道支出金 千円 0

起　債 千円 0

0 0

0 0

0 0

0

1,087

直接事業費（Ａ） 千円 904 201

（評価年度決算見込） （予　算）

201

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

実績

実績

まちなか居住ポータルサイトに登録された物件のうち、契約が成立した件数 実績

目標 - - -

25

毎年4月1日現在

目標 - - -

22 年度

6 5

契約成立件数 件 目標 5 10

7実績 -10

実績 19 13

25  年度

55 70

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度

まちなか居住ポータルサイト住宅登録件数 件 目標 50

22 年度 25  年度

まちなか居住人口の減少抑止数
（対H19年度比）

人 目標 6 16 89

21

目
的

まちなか居住の推進を図り、中心市街地を活性化させる

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

まちなか居住を推進するため、まちなか住まいの情報ポータルサイトの立ち上げ、まちなか居住・土地建物情報バンクの検討、
まちなか住まい相談事業を行う。
○まちなか居住賃貸住宅建設・増改築助成制度の検討　○宝来団地整備（Ｈ21～Ｈ24）
○まちなか団地整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○臨港地区の規制緩和（Ｈ21～　）
○きめの細かい土地利用ルールの導入検討　　　　　　　  ○まちなか居住事業立ち上げ支援事業の検討

成
果
指
標

名　称 単　位 年度

まちなか居住推進地区、支援地区へのまちなか居住の動きを育て、人口の減少に歯止め
をかける（参考：平成19年度のまちなか居住人口の増減＝-126）

現
状
と
課
題

中央・宝来・港地区は、当市の経済と文化の拠点として発展してきたが、南地区への人口流出に伴い、市街地が空洞化し、空き
店舗、空き家が増加し、少子高齢化が進んでいる地域となっている。今後さらに人口減少と高齢化の進行が予想されていること
から、まちなか居住を推進し中心市街地を活性化させていくまちづくりが求められている。

総
合
計
画
体
系

分　野 4 都市基盤

政　策 3 調和のとれた持続可能なまちづくり

施　策 1 中心市街地の再生を図ります

関連施策

評価担当部署 建設産業部　都市整備課 課長（主幹）名 鈴木　　聡

実施計画事業名 まちなか居住等推進事業 評価対象年度 平成

整理№ 138 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度



【１次評価】

年 月 日

意
　
見

まちなか居住等推進事業 最終更新日 平成 23 4 25

総
合
評
価

Ｂ 見直しの検討が必要
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

【内部評価委員会】

＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

Ｈ24年度に、駅前再開発ビルがグランドオープンする予定であるが、今後のまちなか居住推進と中心地市街地活性
化へ向けた住宅施策の展開としては、民間と共同した「まちなかチャレンジ10（仮称）：まちなかに10戸の世帯を呼び
込む」を企画推進し、Ｈ24年度実施へ向けて取り組む。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果 ｂ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ｂ

ｂ 細事業の進め方 ｂ

総
合
評
価

Ｂ 見直しの検討が必要

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ｂ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要

民間のアパート新築、改築に関する情報収集や、民間が取り組みやすい事業づくりの検討が必要である。
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

今後は、新築アパート、アパート改修に対する補助制度の確立や、融資制度を確立することで、民間活力の活性化
を図ることが必要と考えている。

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ｂ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

まちなか居住ポータルサイトの登録物件数が少ない。契約件数は横ばいではあるが効果はあると判断している。今
後は、登録業者を増やし登録物件数を多くすることに努め、ポータルサイトの内容の充実を図ることで、まちなか居
住を推進して行きたい。


